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代表取締役副社長の本間でございます。
本日は、お忙しいところ、ご出席いただき、ありがとうございます。

それでは早速、2017年３月期 第３四半期決算の概要と事業環境等について、
ご説明いたします。

4ページをご覧ください。
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（説明省略）



（説明省略）
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■まず前提となりますが、2016年11月にクロージングしたことを発表しました
旧Dell Servicesについては、当四半期より連結を開始しています。
但し、当四半期ではバランスシートの連結のみで、損益については第４四半期より反映
されることになります。

■第３四半期は、第２四半期に引き続き、順調な決算だと捉えています。

■受注高は、昨年の第３四半期にあった大型受注案件の反動減により、上期よりも
伸び幅が縮まってはいますが、対前期比+5.2%の増と、好調を維持しています。

■売上高および営業利益につきましても、引き続き増収増益を維持しており、それぞれ
対前期比+3.1%、+16%の増となっています。

■税金等調整前四半期純利益につきましては、特別損失の計上に伴い、前期比で
減少となっていますが、こちらは後ほど詳しくご説明いたします。

５ページをご覧ください。
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■受注高、売上高、営業利益の増減内訳についてご説明します。

■まずは受注高ですが、全体的なトレンドは上期から大きく変わっていません。
公共・社会基盤セグメントで、前期の大型受注案件の反動減はありますが、
その他のセグメントは総じて前期を上回っています。

■金融セグメントにつきましては、上期ほどではありませんが、引き続き前期を
大きく上回っており、銀行向けの大型案件獲得などが貢献しています。

■グローバルについては、増減理由がいくつかありますので、分解してご説明します。
まず、為替による減少、すなわち円高による押し下げが▲600億円弱あります。
よって、為替の影響を除くと、約1,400億円の大幅プラスになります。
これは主に、上期に獲得したオーストラリア・ビクトリア州の交通スマートカードチケット
システムの契約や、スペインにおける大型受注獲得などが寄与しています。

また、第１四半期からご説明していますが、
NTT DATA EMEA社の連結期間を12月末決算から３月末決算に揃えたことに伴い、
今期のみ３ヶ月分増えている影響も約160億円含まれています。

６ページをご覧ください。
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■続いて売上高ですが、こちらも総じて増収基調である点は上期と同様です。

■最も増収額が大きいのが法人・ソリューションセグメントです。流通サービス業界向け
のさまざまな案件や決済サービス等により順調にビジネスが拡大しています。

■金融セグメントは、ベースとしては増収基調ですが、昨年第３四半期に一過性の
大型案件があったことから、その反動減により一時的に若干のマイナスとなっています。
これも年度当初から想定していましたので、特に通期予想値に影響を与えるものでは
ありません。

■また、グローバルについては、増減理由の内訳をご説明します。
まず、為替による減少が約▲500億円含まれていますので、それを除きますと
＋約640億円と、大幅な増収になります。
特に好調なのはスペインを中心としたヨーロッパですが、それにNTT DATA EMEAの
連結期間変更に伴う3ヶ月上乗せが約210億円加わった結果、このような大きな増収と
なりました。

７ページをご覧ください。
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■続いて営業利益ですが、こちらも上期に引き続き、全般的に増益基調です。

■グローバルセグメントでは、のれん償却前で▲17億円となっていますが、これには、
旧Dell Servicesの買収に係るアドバイザリー費用の約35億円等、一過性のコストが
含まれているためですので、ベースとしては増益基調、利益率も改善傾向にある、と
ご理解ください。

このアドバイザリー費用については、通期予想に販売管理費として織り込んだのは
20億円でしたので、予想よりも多くなっていることにはなりますが、旧Dell Servicesの買収関連
コストには、ほかに特別損失として織り込んだ140億円もあり、この特別損失との合計では、
予定額の範囲内に収まる見込みですので、税金等調整前四半期純利益の押し下げには
繋がらないとご理解ください。

■国内３セグメントは、基本的に増収に伴う増益に、不採算案件の減少が加わっている、という
構造になります。

■不採算案件については、第３四半期までの９ヶ月間で約43億円、対前期比で約▲58億円の
減少で、主に公共・社会基盤と金融セグメントの増益要素となっています。通期予想では60億円の
リスクバッファとして織り込んでいますが、その範囲内に収まるレベルにあり、管理は有効に
機能していると思っています。

■次のページからはセグメントごとに数値をまとめています。こちらは後ほどご覧頂ければと
思いますが、グローバルセグメントだけ特別損失についてご説明します。

11ページをご覧ください。
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■営業利益とセグメント利益の前期比増減を比較してご覧ください。
営業利益は▲20億円の減益ですが、セグメント利益は、それを150億円ほど上回る
▲172億円の減益になりました。

■これは、特別損失として主に２件の費用を計上しているためで、
１つは主に旧Dell Servicesの統合作業に伴い発生している関係会社再編損▲40億
円、もう１つは、上期に既に計上しているスペインeveris社に関連した一過性費用、
▲127億円になります。
いずれも通期予想に織り込み済みの費用です。

第3四半期決算についての説明は以上です。
次に通期の見通しについてお話します。
12ページをご覧ください。
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■通期業績見通しにつきましてはご覧のとおりですが、既に公表している予想値から
変更はありません。

■第３四半期までの状況を踏まえますと、 受注高や売上高が予想値を上回る可能性
もありますが、一方、受注時期の変化や為替相場の状況など、不確定要素もあること
から、予想値は据え置いています。

■ただし、通期目標に対しては順調に進捗してることから、達成に向けた確度は高まっ
ていると捉えています。

次に、旧Dell Servicesの統合の進捗についてもご説明したいと思います。

13ページをご覧ください。
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■2016年11月のクロージング直後から、ロゴやブランドに関しては、既に「NTT DATA」に
統一して事業運営しておりますが、2017年4月1日より、統合後の新体制にてスタート
いたします。

■具体的には、組織運営および人事面においても、北米事業を一体化します。
本社所在は米国テキサス州プレイノ市、
NTT DATA, Inc.のCEOであり、NTTデータの執行役員でもあるJohn McCainを中心とした
経営体制で、旧Dell Servicesの事業も含めた北米全体のマネジメントを統合して行い、
更に北米事業を大きく飛躍させていきます。

■また、社内ITシステム等の統合作業は、４月１日以降も続きますが、
それらも予定通りに進めています。

■なお、今回の買収により発生しましたのれん・PPAについても、皆様のご関心が高いと
思いますのでご説明いたします。
第３四半期末のバランスシートには、のれんを約1,460億円、PPA資産を約920億円
計上しました。
ただし、この金額は、現時点での概算値であり、今後引き続き精査を行っていきます。
また、償却期間についても引き続き精査中のため、本日の段階では確定した結果を
お伝えすることはできませんが、のれんについては、大型案件でもございますので
長期間にわたって償却する方向で検討しています。
また、為替の影響も受けますので、今後変わる可能性がある点をご理解願います。

さて、最後に、事業環境やトピックスについてご説明いたします。

15ページをご覧ください。



（説明省略）
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■まず、国内の公共・社会基盤分野の事業環境です。

■中央府省関連ビジネス全体は、引き続き競争激化やコスト削減要求がありますが、
一方で、IoTやAIといった分野でのチャンスは期待できます。

■また、マイナンバー関連やユーティリティ業界向けビジネスについては、
引き続き成長機会がある領域だと認識しています。

続いて、国内の金融分野です。

16ページをご覧ください。

15



■金融分野では、不安定な国際金融情勢を背景に、各金融機関のIT投資姿勢が
どうなるか気になる部分はありますが、決済の高度化、グローバル化、Fintech等の
ビジネスチャンスは、引き続き期待できる環境です。

続いて、国内の法人・ソリューション分野です。

17ページをご覧ください。
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■国内の一般事業法人では、一部、IT投資に対する慎重姿勢が続いている面も
ありますが、一方で、オムニチャネルやAI、IoTなど、デジタル領域での投資は
活発化していると感じています。

続いて、海外です。

18ページをご覧ください。
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■北米については、業務効率化やビジネス成長のために新技術を活用する、というような
IT投資により、引き続き市場成長が見込めますが、米国新政権の動向と、それが及ぼす
影響については、よく状況を見極めていく必要があると思っています。
特に入国禁止令のような、人の移動を制限するような動きについては、
大変気になるものですので、様々なリスクを想定してマネジメントを行っていかなくては
ならないと思っています。

■欧州の市場についても、足元は堅調に推移していますが、Brexitの影響によって
マクロ経済が冷え込み、IT投資も慎重姿勢になる、というシナリオも有り得ますので、注視
が必要だと思っています。

19ページ以降は、主な当社のトピックスになりますので、詳しくは後ほどご覧頂ければと
思いますが、中期経営計画における戦略の進捗として、簡単にご紹介したいと思います。

18



■中計の戦略の一つである「リマーケティングの更なる深化」として、
公共・社会基盤分野では、電力・ガス業界の制度変更によって生まれるITへの
ニーズの取り込みや、国内事例の海外展開による新規マーケットの創出などを
進めています。

■19ページにある２つの事例は、まさにその戦略の成果であり、順調な進捗を
表すものであると考えています。
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■また金融分野の「リマーケティング」には、当然Fintechをキーワードとした
新規ビジネスの創出が含まれますが、20ページのとおり、
「BeSTA FinTech Lab」を立ち上げ、強固なリレーションを持つ既存のお客様たちと、
ベンチャー企業、当社の３者を繋ぎ、これまでも進めてきた、新規ビジネスを
生み出す仕掛けを、更に発展させています。

■また、この取り組みは、中計のもう一つの戦略である「技術革新による価値創造」
の一環でもあります。
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■法人・ソリューション分野では、「リマーケティング」のテーマとして、
「デジタル・マーケティング」「IoT」「コネクテッド・カー」の３つを掲げています。

■21ページに記載した事例は、いずれもこの戦略に基づいた成果や取組みですが、
公共や金融などの「リマーケティング」戦略も含め、これらの活動は、
中計目標である売上高2兆円超、調整後営業利益50%UPの達成に繋がるものと考
えています。

■一番下にはDell Servicesの買収を記載していますが、これは中計の定性的な
目標であるローカルプレゼンスの向上や、グローバルブランドの確立に大きく貢献
することは、これまでご説明してきたとおりです。
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■最後に、22ページには研究開発のトピックスを紹介しています。

■「リマーケティング」と並び、もうひとつの中計戦略として「技術革新による価値創造」を
進めていますが、ここに記載したトピックスは、まさにその戦略に沿った取り組みです。

■１つ目と２つ目の取り組みは、当社のコアコンピタンスであるシステム開発技術や
ソフトウェア生産技術を高めることに繋がります。

■技術力を高めることにより、単に原価低減を実現するということだけではなく、
システムやサービスをより早く、より柔軟に提供できることを目指しています。
それによって、収益性の改善だけでなく、トップライン成長の原動力にもしていこう、と
考えています。

■以上のように、３ヵ年の中計が始まり、まだ９ヶ月ではありますが、
短期業績も順調であり、戦略的な取り組みもいくつか成果として現れています。
引き続き、今中計のゴールであるグローバルブランドの確立に向け、着実に
進んで参りたいと思います。

23ページ以降は、詳細な数値を纏めた資料ですので、
私の説明は以上とさせていだきます。
どうもありがとうございました。
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（以降、説明省略）
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